
  船橋市確認申請手数料等の減免に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、船橋市手数料条例（昭和３６年船橋市条例第１１号。以下

「条例」という。）第１０条第２項の規定により、確認申請手数料その他の船

橋市事務分掌規則（平成１０年船橋市規則第６６号）の規定による建築指導課

の分掌事務に係る手数料の減免に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （手数料の減免） 

第２条 次に掲げる建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８７条

の２の規定により建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）で指定する

昇降機その他の建築設備並びに同法第８８条第１項及び第２項の規定により同

政令で指定する工作物を含む。以下同じ。）の確認申請手数料、中間検査申請

手数料及び完了検査申請手数料の金額は、条例別表第３に規定する金額の２分

の１を減額した金額とする。 

(１)   行政庁の命令によって行う建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替

で従前の延べ面積を超えない部分 

(２)   災害により滅失し、又は損壊した建築物を罹災後３月以内に被災者自ら使

用するために、建築又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替をする部分 

２ 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けた地域内において、

その災害により滅失し、又は損壊した建築物の建築又は大規模の修繕若しくは

大規模の模様替をする場合で、災害の発生した日から６月以内に工事に着手す

るときの確認申請手数料、中間検査申請手数料及び完了検査申請手数料は、免

除する。 

３ 船橋市が通知者又は申請者である場合の手数料は、免除する。 

４ 第１項及び第２項に該当する場合は、それを証する書類を当該確認申請書、

中間検査申請書及び完了検査申請書に添えなければならない。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

（東日本大震災及び長野県北部を震源とする地震の被災者に係る特例） 

２ 東日本大震災（東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関

する法律（平成２３年法律第４０号）第２条第１項に規定する東日本大震災を

いう。以下同じ。）により半壊以上の被害を受けた建築物を被災者自ら使用す

るために、建築、大規模の修繕若しくは模様替をする場合又は東日本大震災若

しくは平成２３年３月１２日に発生した長野県北部を震源とする地震により半

壊以上の被害を受け、若しくは東日本大震災に際し警戒区域（原子力災害対策

特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２８条第２項において読み換えて

適用される災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第６３条第１項の規

定に基づき設定された警戒区域をいう。）若しくは計画的避難区域（原子力規



制委員会設置法（平成２４年法律第４７号）附則第５４条による改正前の原子

力災害対策特別措置法第２０条第３項の規定に基づき、福島第一原子力発電所

及び福島第二原子力発電所において発生した事故に関し原子力災害対策本部長

が平成２３年４月２２日付けで避難のための計画的な立ち退きを行うことを指

示した区域をいう。）に存した建築物に代わる建築物を被災者自ら使用するた

めに建築する場合で、平成２７年３月３１日までに申請したときの確認申請手

数料、中間検査申請手数料及び完了検査申請手数料は、免除する。 

３ 前項に該当する場合は、それを証する書類を当該確認申請書、中間検査申請

書及び完了検査申請書に添えなければならない。 

附 則 

 この要綱は、平成１７年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年６月２０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年６月２０日から施行し、改正後の船橋市確認申請手数

料等の減免に関する要綱の規定は、平成２３年３月１１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年７月１０日から施行し、改正後の船橋市確認申請手数

料等の減免に関する要綱の規定は、同年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年７月９日から施行し、改正後の船橋市確認申請手数料

等の減免に関する要綱の規定は、同年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 


